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~ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務
の執行を妨げた者

� 正当な理由なく契約を履行しなかった者
_ 建設工事契約にあっては、建設業法（昭和
24年法律第100号）第３条第１項の規定の許
可及び同法第27条の23第２項に規定する経営
事項審査（以下「経営事項審査」という）を
受けていない者

` 経営事項審査の審査基準日が平成25年６月
30日以降のものでない者。建設工事契約に
あっては、経営事項審査の総合評定値通知書
の雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の加
入状況がいずれも「加入」又は「適用除外」
となってない者（ただし、当該通知書におい
て当該加入状況が「未加入」であった後に「加
入」又は「適用除外」となった者で、当該事
実を証する書類を併せて提出できる者を除
く。）。

a 建設工事契約にあっては、数人の建設業者
が共同して工事を施工する協定により結成し
た企業体であって、\から`までに該当する
構成員を含む者

b 測量・建設コンサルタント等契約にあって
は、測量・建設コンサルタント等の営業に関
し、法律上必要な資格を有しない者

c 経営状態が著しく不健全であると認められ
る者

５ 競争参加資格の申請に有効な経営事項審査の
総合評定値通知書
一般競争（指名競争）契約の参加資格の申請
をする直前に受審した経営事項審査の総合評定
値通知書で雇用保険、健康保険及び厚生年金保
険の加入状況がいずれも「加入」又は「適用除
外」となっているものに限る。ただし、当該加
入状況が「未加入」であった後に「加入」又は
「適用除外」となった場合は、当該事実を証す
る書類を併せて提出すること。
６ 競争参加資格の審査
\ 建設工事契約 ４の競争参加資格を付与し
ない者以外の者の資格審査については、以下
の総合数値をもって行い、等級の区分を設け
ている業種にあっては、当該総合数値に応じ
て等級の格付けを行う。
総合数値の算定方法
ア 経営に関する客観的事項の審査数
値・・・・・・・・・・・・・・・・Ａ

イ 専門技術者に関する審査数値・・・Ｂ
ウ 工事成績の審査数値・・・・・・・Ｃ
審査結果の総合数値算定方式
Ａ＋Ｂ＋Ｃ
なお、建築一式工事については、経営に関
する客観的事項の審査数値をもって総合数値
とする。

] 測量・建設コンサルタント等契約 ４の競
争参加資格を付与しない者以外の者の資格審
査については、以下の総合数値をもって行い、
当該総合数値に応じて等級の格付けを行う。
総合数値の算定方法
ア 年間平均測量等実績高の審査数
値・・・・・・・・・・・・・・・・Ａ
イ 自己資本額の審査数値・・・・・・Ｂ
ウ 流動比率及び営業年数の審査数値の合
計値・・・・・・・・・・・・・・・Ｃ
審査結果の総合数値算定方式
Ａ＋Ｂ＋Ｃ

７ 資格審査結果の通知
資格審査の結果は、文書にて通知（郵送）す
る。
８ 資格の有効期間及び更新手続
\ 競争参加資格の有効期間 平成27年４月１
日から平成29年３月31日までとする。なお、
持参又は郵送による申請の場合であって、２
の\又は]に掲げる期間経過後に申請した場
合は、資格を付与されたときから、平成29年
３月31日までとする。

] 有効期間の更新手続 \の有効期間の更新
を希望する者は、平成28年10月以降に平成
29・30年度に係る競争参加者の資格に関する
公示を予定しているので、当該公示に基づき
申請書類を提出すること。

９ 申請内容の変更
今回の申請において一般競争（指名競争）契
約の参加資格を付与された者は、次の事項に変
更があった場合には、「競争参加資格審査申請書
変更届（建設工事、測量等）」に必要事項を記
載の上、次の添付資料を添え、別記１に掲げる
資格確認通知のあった森林管理局等の申請場所
に速やかに提出すること。
\ 本社（店）住所
] 商号又は名称、電話番号（ファクシミリ番
号及びメールアドレスを含む。）

^ 法人である場合は代表者の氏名、個人であ
る場合はその者の氏名

_ 許可・登録の状況
` 営業所の名称、住所、電話番号及びファク
シミリ番号（営業所の新設廃止を含む。）
添付資料
ａ 法人の住所、商号又は名称及び代表者の氏
名に係る変更の場合は、登記事項証明書又は
登記簿謄本若しくはその写し
ｂ 個人の住所の場合は、住民票の写し
ｃ 個人の氏名の場合は、戸籍謄本（又は抄本）
の写し
ｄ 許可・登録の状況に係る変更の場合は、許
可・登録の証明書等の写し

10 会社更生法に基づく更生手続開始の決定又は
民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受け
た者の取扱い
\ 今回の申請時において会社更生法（平成14

年法律第154号）に基づく更生手続申請中の
者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づく再生手続申請中の者は、手続開始の
決定を受けた者（以下「更生手続等開始決定
者」という。）となった後に、一般競争（指名
競争）契約の参加資格の申請を行うことがで
きる。

] 平成27・28年度における一般競争（指名競
争）契約の参加資格を付与された後に更生手
続等開始決定者となった者は、再度の一般競
争（指名競争）契約の参加資格の申請を行う
ことができる。なお、更生手続等開始決定者
であって、再度の一般競争（指名競争）契約
の参加資格の申請を行わないときは、一般競
争（指名競争）契約の参加資格を取り消され
る場合がある。

11 合併等により新たに設立された会社等の取扱
い
合併等により新たに設立された会社等とは、
以下の\から`までに掲げる会社等をいい、合
併等後に経営事項審査を受審している者は、再
度の一般競争（指名競争）契約の参加資格の申
請を行うことができる。
\ 合併等により新たに会社が設立された場合
における新設会社又は合併によりその一方が
存続した場合における存続会社

] 親会社がその営業（建設業）の一部を独立

させるために新たに子会社を設立し、子会社

が親会社の当該営業部門を譲り受けたことに

より、親会社の当該営業部門の営業活動が廃

止され、又は休止された場合における子会社

^ 新たに会社が設立され、当該会社が他の会

社の営業（建設業）の全部又は一部を譲り受

けたことにより当該営業を譲渡した会社の当

該営業部門の営業活動が廃止され、又は休止

された場合における新設会社

_ 既存の建設業者が他の建設業者から営業

（建設業）の全部又は一部を譲り受けたこと

により当該営業を譲渡した建設業者の当該営

業部門の営業活動が廃止され、又は休止され

た場合における当該営業を譲り受けた建設業

者

` 営業（建設業）の全部又は一部を他の会社

に承継させるために会社分割を行った会社の

当該営業部門の営業活動が廃止され、又は休

止された場合における当該営業を承継した会

社

12 競争参加資格を有する者の名簿の閲覧場所

別記１の申請書の提出場所に同じ。

別記１ 申請書の提出場所

\ 林野庁林政部林政課会計経理第１班

〒100`8952 東京都千代田区霞が関一丁目

２番１号 電話番号（03）6744`2282 内線

6009

] 北海道森林管理局経理課

〒064`8537 北海道札幌市中央区宮の森３

条七丁目70番地 電話番号（011）622`5214

^ 東北森林管理局経理課

〒010`8550 秋田県秋田市中通五丁目９番

16号 電話番号（018）836`2186

_ 関東森林管理局経理課

〒371`8508 群馬県前橋市岩神町四丁目16

番25号 電話番号（027）210`1149

` 中部森林管理局経理課

〒380`8575 長野県長野市大字栗田715番

地５ 電話番号（026）236`2577
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